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本稿は、世界における社会法推進の原動力的機能をになうＩＬＯ条約・勧告に示された基準の進展の軌跡、多かれ
少なかれその基準にそって展開をみせる各国の立法の進展、あるいはそのＩＬＯ条約・勧告に対する対応状況をみ、
これらとの関係におけるわが国の現状の確認、その現状がＩＬＯ基準に達していない場合の原因の究明と評価を行な
い、国際的基準（規範）との関係で内包するわが国の課題をあきらかにすることを目的とする硴翠の一環である。
扱う分野は表題のとおり疾病給付部門と医療保障部門である。これをＩＬＯ第一○一一号条約（社会保障の最低基準
に関する条約）の体系にてらせば、第二部医療、第三部疾病給付の一一部門である。前者は被保護者の状態が医療
を要する場合における給付であり（第七条）、その給付の目的は「被保護者の健康、労働能力及び自己の用を弁ずる
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（２）
能力を維持し、回復し、又は増進するため」（一○条一二項）のものである。後者は、被保護者の「病的状態に起因し、
且つ、所得の停止を伴う労働不能」（一四条）について定期的支払金を支給すること、換言すれば病的状態による所
得停止に対する所得保障を目的とする。同じく病気あるいは病的状態に起因する給付ではあるが、両者は性格は異る
ものである。これをまとめてとりあげたのは、これに関する最初の条約である一一四号条約（疾病保険条約）が、両者
を含めて対議としていたＩおそらく先進国の先例を受けたものとみられる１１鳶による．
また、この一一つの給付制度の対象となる「医療」（富①忌日」ｎ口『⑦）、「疾病」（の一，百の⑪の）の概念は、労働災害・疾
病との関係も含め、それ自体興味ある変遷をたどってきているものである。
さて、この制度についての主要なＩＬＯ条約・勧告はつぎのとおりである（年代順）
川工業及商業に於ける労働者並に家庭使用人の為の疾病保険に関する条約（’九二七年、条約二四号）
②農業労働者の為の疾病保険に関する条約（一九一一七年、条約一一五号）
③疾病保険の一般原則に関する勧告（’九一一七年、勧告一一九号）
凶海員の疾病、傷病又は死亡の場合に於ける船舶所有者の責任に関する条約（一九三六年、条約五五号）
⑤海員の為の疾病保険に関する条約（一九三六年、条約五六号）
⑥
所
得
保
障
に
関
す
る
勧
告
二
九
四
四
年
、
勧
告
六
七
号
）
、
医
的
保
護
に
関
す
る
勧
告
（
一
九
四
四
年
、
勧
告
六
九
号
）
⑧船員の被扶養者に対する医的保護に関する勧告（一九四六年、勧告七六号）
⑨社会保障の最低基準に関する条約（一九五二年、条約一○一一号）
⑩
医
療
及
び
疾
病
給
付
に
関
す
る
条
約
（
’
九
六
九
年
、
条
約
一
三
○
号
）
⑪
医
療
及
び
疾
病
給
付
に
関
す
る
勧
告
（
’
九
六
九
年
、
勧
告
一
三
四
号
）
こ
れ
ら
に
は
農
業
労
働
者
に
関
す
る
口
や
船
員
に
関
す
る
四
、
⑤
、
０
の
よ
う
な
特
定
の
労
働
者
に
つ
い
て
の
み
の
も
の
を
含
ん
で
い
（３）
るが、ＩＬＯの採択した右の条約・勧生ロの流れのなかに医療・疾病給付に関する制度の発展をトレースすることがで
きる。全体の動きを大まかにみれば、この保障分野についてのＩＬＯの最初の取組みの成果が一一四、一一五号条約であ
って、一九二七年のことであっ（起・その年、より進んだ内容をもつ疾病保険勧告（二九号）が出され、一九四四年に
な
る
と
、
よ
り
社
会
保
障
の
名
に
ふ
さ
わ
し
い
綿
密
な
一
一
つ
の
勧
告
が
所
得
保
障
、
医
療
保
障
両
部
門
に
わ
か
れ
た
形
で
採
択
さ
れ
る
。
こ
れ
を
受
け
て
社
会
保
障
全
分
野
に
わ
た
る
体
系
的
社
会
保
障
構
想
と
最
低
基
準
設
定
の
形
で
示
し
た
⑨
の
な
か
に
二
つ
の
部
門
、
す
な
わ
ち
第
二
部
（
医
療
）
、
第
三
部
（
疾
病
給
付
）
と
し
て
そ
の
位
置
を
し
め
る
こ
と
に
な
る
。
そ
の
後
さ
ら
に
医
療
・
疾
病
給
付
部
門
が
単独でとりあげられ、⑨より一段前進した条約⑩、勧告叩が一九六九年に採択をみたわけである。
以
下
、
ま
ず
こ
の
六
○
年
に
わ
た
る
医
療
・
疾
病
給
付
を
め
ぐ
る
Ｉ
Ｌ
Ｏ
基
準
の
具
体
的
進
展
の
軌
跡
を
紙
幅
の
許
す
範
囲
内
で
ト
レ
ー
ス
す
る
。
こ
の
場
合
、
前
掲
の
条
約
・
勧
告
の
う
ち
般
員
に
関
す
る
剛
、
⑤
、
㈹
は
特
殊
な
労
働
者
を
対
象
と
す
る
も
の
と
し
て
一
応
視
野
の
外
に
お
く
。
条
約
と
勧
告
と
で
は
、
当
事
国
の
拘
束
力
の
点
で
は
前
者
が
ま
さ
る
が
、
後
者
は
条
約
を
補
充
し
、
ま
た
そ
の
先
導
的使命をもつところから、両者を同等に扱う。
つぎにＩＬＯ条約の世界的批准状況を概観したのち、わが国の批准状況と、さらに現在の立法状況を述べ、ＩＬＯ
基
準
と
わ
が
国
の
現
状
と
の
乖
離
の
状
態
を
あ
き
ら
か
に
す
る
。
そ
し
て
最
後
に
Ｉ
Ｌ
Ｏ
基
準
と
の
関
係
で
わ
が
国
が
か
か
え
て
い
る
問
題点を検討することとしたい。
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Ｉ
Ｌ
Ｏ
疾
病
・
医
療
保
障
に
関
す
る
条
約
・
勧
告
出
現
の
背
景
と
原
型
前述のようにこの分野で最初にＩＬＯ条約が登場するのは一九一一七年であり、その検討がはじめられたのはそれ以
前のことになる。この時点において、ＩＬＯをして条約を提案せしめたものにはいろいろの背景が存するであろうが、
何といってもその時点における先進各国における制度の整備の進展が大きな要因であったことは容易に理解できると
こ
ろ
で
あ
ろ
う
。
（３）川と側は同一内容のものであるが、図の農業労働者を対象とするものを切り離したのは、そうすることによって川の批准
数を増やそうとした配慮からである。船員に関しては、このほかにも「船員のための社会保障に関する条約（一九四六、条
約七○号）や「船員の健康検査に関する条約」（同、条約七三号）などがある。
（４）ＩＬＯがいつごろからこの分野の検討に入ったかはあきらかではないが、条約・勧告一般がそうであるように、その採択
までにはかなりの年月が検肘に脅されている。疾病・医療緒付部門でも、すでに一九一一五年に、ＩＬＯ鞭務局の研究成果が、
易⑫２ｓの②四目用ｇｏ『厨愚・叩の１①叩冨ｚＣ・』・舅の】鳥口の、⑩旨⑪臣３口８ｓとして出されている。
（１）本研究は、昭和五九年度文部省科学研究費補助を受けた共同研究「ＩＬＯ条約・勧告および基本政策の体系と日本の対応
に関する実証的研究」（代表秋田成就）の成果の一部である。
（２）ＩＬＯ条約・勧告の訳は、原則として労働省編「ＩＬＯ条約・勧告集」（労務行政研究所）によるが、不適当な部分は私
が独自に訳した。
ＩＬＯ条約・勧告における疾病・医療保障基鑪とわが法制
条約。勧告にあらわれたＩＬＯ基準の軌跡
七
四
周知のごとく、国家的制度としての最初の疾病・医療給付制度は一八八一一一年、ピスマルク創設の疾病保険法であり、
これが世界における社会保険そのものの第一号となった。しかし、これもその基礎となる先駆的制度を受けたもので
あった。肉体的危険・すなわち疾病の結果に対し、これを集団的に保障しようとする発想そのものは、労働の分業と
生産の唯一のファクターである労働力しかもたない者、すなわち労働者の発生とともに生じるが、それは遠く中世の
ギルドに起源をもっとされる・資本主義経済の発展と近代労働者階級の形成は労働者連帯組織の発達を促し、これに
使用者の主導による制度の発生も加わる。このような自生的疾病保障制度に国家が加ったものがピスマルク疾病保険
これを範とする国家的強制社会保険方式は、一八八八年のオーストリヤ、一八九一年のハンガリーをはじめ、第一
次大戦終了前にすでに九ケ国（右の一一一国のほか、ルクセンブルグ、ノルウェー、セルビァ、ロシヤ、イギリス、ルー
マニヤ）に達し、第一次戦後、一一四・一一五号条約採択までに、さらに六ヶ国（ブルガリヤ、ポルトガル、チェコスロ
バキア、ポーランド、ギリシャ、日本）が加わった。これに対し、一群の国、すなわちベルギー、フランス、スエー
デン、スイス、デンマークは相互共済組合を助成する形（富の号の目⑩の９句『の①目白ご方式）をとっていた。以上の一一つ
のグループに対する第一一一のグループとしては、アメリカ各州、オーストラリヤ、ニュージーランド、南アフリカなど
のように、民間の共済組織を規制するだけで積極的助成までは行わないタイプがあ｛樫。
しかし右の第三のタイプの国といえども、集団的保障に絶対的な反感をもっていたわけではなく、国家的制度化を
考慮していたのであり、ＩＬＯ当局が一一四、一一五号条約、一一九号勧告採択にむけての検討に乗り出したのは、右のょ
（２）
』フな世界的状況を背景とするものであった。
七
五
ＩＬＯ条約・勧告における疾病・医療保障基準とわが法制
であった。
（３）
②
適
用
対
象
者
短
期
的
・
臨
時
的
労
働
者
な
ど
一
定
の
除
外
は
あ
る
が
、
工
業
的
・
商
業
的
企
業
に
使
用
さ
れ
る
筋
肉
・
非
筋
肉労働者（徒弟を含む）、家内労働者、家事使用人を強制対象者とする。被扶養者に対する医療給付は任意（五条）。
③保障内容・保障期間㈹労働不能に対し、最低一一六週の現金給付（、凹呂国のロ①節［、一一一条一項）。ただし、そ
の額については規定がない。⑥疾病給付支給の所定期間中、医療給付（三８一日一国目の賃）として、㈹医師の治療、
②薬剤、治療材料の支給がなされる（四条一項）。この場合被保険者の一部負担も認められる（同条一一項）。
㈹
受
給
要
件
一
定
の
資
格
期
間
と
待
期
期
間
の
設
定
は
認
め
ら
れ
る
（
三
条
一
一
項
）
。
⑤
管
理
非
営
利
の
自
治
機
関
（
被
保
険
者
の
参
加
義
務
あ
り
）
に
よ
る
こ
と
を
原
則
と
し
、
国
の
直
営
は
例
外
（
六
条
）
。
以上の二四号条約の特徴をあげれば、川労使保険料負担の社会保険方式のみであること、②現金給付の額につ
い
て
は
規
定
が
な
い
こ
と
、
③
医
療
給
付
の
内
容
が
抽
象
的
で
あ
る
こ
と
、
側
疾
病
給
付
（
労
働
不
能
に
対
す
る
現
金
給
付
）
に
ウ
ェイトが置かれ、医療給付はそれに付随する位極が与えられているにすぎないこと、⑤労働者本人を原則的対象者
とするが、医療については、被扶養者を対象とすることに配慮されていること、⑥使用者の費用分担制がとられて
いること、、運営は自治組織を原則とすること、などである。
川
保
障
方
式
輪
も認められる（七条）。
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
・
勧
告
に
お
け
る
疾
病
・
医
療
保
障
基
準
と
わ
が
法
制
七
六
こ
う
し
て
出
現
し
た
疾
病
・
医
療
給
付
に
関
す
る
Ｉ
Ｌ
Ｏ
最
初
の
基
準
た
る
二
四
・
二
五
号
条
約
は
、
今
後
に
お
け
る
こ
の
部
門
に
つ
いての原型を示すものとなるが、それは以下のような内容のものであった。（便宜上、二四号について説明する。）
川
保
障
方
式
強
制
社
会
保
険
方
式
二
条
）
。
財
源
は
労
使
分
担
の
保
険
料
を
原
則
と
し
、
こ
れ
に
公
的
負
担
が
加
わ
る
こ
と
③保障内容のうち、疾病給付（現金給付）については、㈹被保険者ができるだけすみやかに健康回復可能なよ
うに「相当のもの」とすべきこと、また給付率は賃金比例を原則とし、家族に対する責任を考慮して相当大なる割合
とすべきこと。均一額制（画一的給付率）は例外的に認められる（１．Ａ・３）。⑥財政状態良好のときは給付率
引上げ、給付期間延長ができるようにすること（０．Ａ・５）。何給付期間は最低一一六週であるが、危険で慢性的
疾病の場合および疾病給付受給権消滅後廃疾給付を受けない者には、一年に延長すること、埋葬料支給制度（被保険
者には義務的、被扶蕊者には任意的）の創設（Ⅱ。Ａ・６）。
また医療給付（現物給付）については、③地方的、財政的事情が許すかぎり、㈹専門医師の診断、②歯科治療、ｎ
入院治療、の給付がなされるべきこと（１．Ｂ・８）、⑤医療給付は疾病の当初から健康状態が必要とする期間保障
すぺきこと（同７）、。｜定の範囲内で被保険者に医師の選択権を保障すること（同、）、㈹疾病保険が、労働者
ＩＬＯ条約・勧告における疾病・医療保陣基準とわが法制
七七
１５
、－〆
。
グー、〆~、
Ｉ［
●●
２１
輯＝'、－〆
。
２勧告二九号（疾病保険勧告、一九二七年）
条約一一四号に対比した差異としては、つぎの諸点をあげることができる。
川保障方法については、保険制度安定を確保するため、特殊事情に対応する準備基金の設置を義務づける（Ⅳ．
②適用対象者は、年齢、性別をとわず、「職業として且労務契約又は徒弟契約に基き、労働に従事する一切の者」
－．１）として極力範囲を拡張しようとする。年齢制限または所得制限を設ける場合にも一定の制約を課している
に対する衛生教育への協力、
なすべきこと（Ｉ。Ｃ・辺）。
３
勧
告
六
七
号
（
所
得
保
障
勧
告
、
一
九
四
四
年
）
つぎに述べる六九号勧告とともに、すでにベパリッジ構想も出された段階で、社会保障の名に値する内容をもった
基準がうち出されたものである。疾病・医療部門のみではなく、全所得保障体系にかかわる勧告であるが、ここでは
この部門にもかかわる共通的一般原則と本部門のみにかかわる事項をあげる。
Ⅲ
保
障
方
式
原
則
的
に
強
制
社
会
保
険
方
式
で
あ
る
が
（
２
項
）
、
こ
れ
の
適
用
の
な
い
ニ
ー
ド
に
対
し
て
は
社
会
扶
助
（の。、区シ脇一のＢｐ８）が整備されるべきである（３項）。
社会保険方式は、被保険者、使用者、納税者の三者負担で、使用者はとくに低賃金労働者の保険に補助金を出すこ
と
と
し
て
、
被
用
者
の
全
給
付
費
の
半
額
以
上
を
負
担
し
、
ま
た
拠
出
金
に
よ
り
支
弁
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
給
付
費
は
社
会
が
支
弁
す
（４）
る（二六項、付録凶、⑧、⑨）。
以上の一一九号勧告の二四号条約に対する差異のうち注目すぺきものはつぎの諸点である。
⑩疾病給付額が具体的に規定され、かつ所得比例制があらわれていること。
②
医
療
給
付
の
内
容
、
給
付
期
間
と
も
充
実
さ
れ
た
こ
と
。
③
疾
病
の
予
防
措
置
が
あ
ら
わ
れ
て
い
る
こ
と
。
四
埋
葬
料
支
給
制
度
が
あ
ら
わ
れ
て
い
る
こ
と
ＩＬＯ条約・勧告における疾病・医療保障基準とわが法制
七八
生教育への協力、能うかぎり多数の者への予防手当の実施、疾病の蔓延防止、国民の健康増進への寄与を
②
適
用
対
象
者
③社会保険全被用者、自立労働者（の①一【‐の自己」・望８勺の【の。■）およびこれらの被扶養者（’七項）。被扶養
者は稼得者の保険によって保護される（同項、付録川）。自立労働者については、入院を要する疾病、長期的疾病、
疾病に要する非常経費に対する保険が考慮されなければならない（二一項）。
⑥社会扶助㈹被扶養者たる子女、②社会保険の適用のない廃疾者、老齢者、寡婦で一定所得以下の者、い
窮乏し院内救済の不必要なすべての者（一一八’一一一○項）
③
保
障
内
容
給
付
額
に
関
し
、
③
再
就
労
意
欲
を
阻
害
せ
ず
、
生
産
群
に
過
負
担
を
負
わ
せ
る
こ
と
な
く
実
行
で
き
る
水
準
まで家族責任を考慮して損失所得を償うものでなければならない（一一一一項）、⑤従前所得比例を原則とする（’一一一一
項）、何均一給付制は任意保険等により付加的給付が受けられる国民に対しては認められる三四項）、⑥給付率
は、末熟練労働者については、被扶養者不在のとき、四○％、被扶養者たる妻γ家政婦がいるときは六○％、一一人の
子女に一人につき一○％の付加金加算義務（二四項、付録⑩）。
以
上
の
勧
告
案
で
と
く
に
注
目
さ
れ
る
点
は
つ
ぎ
の
諸
点
で
あ
る
。
⑪
保
障
方
式
と
し
て
社
会
扶
助
方
式
が
登
場
し
た
こ
と
。
②
自
営
業
者
（
自
立
労
働
者
）
も
適
用
対
象
者
に
入
れ
ら
れ
た
こ
と
。
③
社
会
保
険
に
お
け
る
三
者
負
担
原
則
が
か
な
り
詳
細
に
規
定
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
こ
と
。
凶
給
付
額
は
所
得
比
例
制
の
原
則
が
と
ら
れ
、
そ
の
給
付
率
が
具
体
的
に
規
定
さ
れ
た
こ
と
。
ＩＬＯ条約・勧告における疾病・医療保障基準とわが法制
七
九
４
勧
告
六
九
号
（
医
療
保
障
勧
告
、
一
九
四
四
年
）
ニ
ー
ド
あ
る
す
べ
て
の
住
民
に
対
す
る
、
社
会
保
障
と
し
て
の
あ
る
べ
き
医
療
保
障
体
系
を
示
し
た
も
の
で
、
詳
細
に
し
て
適
大
な
内
容をもつ。要点はつぎのようである。
Ⅲ保障方式③社会保険、⑥社会扶助、㈹公的医療サーヴィス（勺Ｐｇｎ旨のｓ８－ｏ胃①の①『く目８）、の三種
（５）
の方式による医療サーヴィス（－．５，６，７）。サーヴィスの費用は社会保険拠出金、租税またはその両者の形を
と
る
定
期
的
支
払
金
で
ま
か
な
わ
れ
る
が
（
１
．
４
）
、
③
は
被
保
険
者
、
そ
の
使
用
者
か
ら
の
拠
出
金
と
公
的
基
金
か
ら
の
補
助
金
に
よって（１．６．何）、また○は医療サーヴィスのため特別に課された累進税が一般収入によって経理される（－．
よ
っ
て
７⑥）。
②適用対象者「利益を挙げる職業に従事すると否とを問わず、社会のすべての構成員」（Ⅱ・８）。社会保険
の加入者は右の③によるサーヴィスを受けるが（Ⅱ．ｕ）、未加入者で自費でサーヴィスを受けられない者について
は⑥のサーヴィスを受けとることになる（－．６．⑥）。何については、社会の構成員すべてがそのサーヴィスを受
ける権利を有する（－．７．③）。
③保障内容医療サーヴィス（富①呂日｝○回『のｍの『ぐ局の）の保障を目的とするが、これは機能上、③治療的ケア
（、日呉ごｍｎ日①）と、⑤予防的ケア（刃のぐの貝』ぐ①ｎ日の）にわけられる。前者はすでに疾病にかかっている者の進行
の防止、苦痛の緩和、健康の回復をねらいとし、後者は健康の保護と増進である（－．１）。そして、その具体的サ
ーヴィス内容は、③一般開業医および専門医サーヴィス（外来、入院、往診）、⑤歯科診療、、家庭、病院その他の医
ＩＬＯ条約・勧告における疾病・医療保障基準とわが法制
八
○
療施設における看護、⑥資格ある助産婦による介助その他の家庭または病院における妊娠・出産サーヴィス（冨貰の，
日】口の円く－８）、㈲病院、保養所、サナトリウムその他の医療施設の維持、いできるかぎりの歯科的、薬物的その他
の内科的、外科的必需品（義肢を含む）の提供、⑨いつでも関連職業として法的に認められうる職業による保護、の
以上のようなサーヴィスは、「いかなる時及びいかなる場所においても、同一の条件で、且つ管理的、財政的、政
治的の性質の阻害若しくは障害もなく、又その他その健康状態に関係なく」受けることができる（ｌ・加）。医療が
仙何によって提供されるときは、租税の納入や資産調査などの資格条件を付してはならない（Ⅱ．辺。
骨子右のような本勧告のなかで注目すべき点はつぎの諸点である。
Ⅲすべての住民を対象としたこと。
②提供されるべき医療が治療的ケアと予防的ケアにわけられた上、その内容が詳細かつ具体的に明記されるにい
の内科的、
七種である
仙
寸
〈
『
②
提
供
』
たったこと。
５条約一○一一号（社会保障（最低基準）条約、一九五二年）
九部門にわたりその最低基準を設定した社会保障のもっとも基本的な条約である。本稿にかかわるのは第二部医療
と第三部疾病給付である。
③医療のなかに出産介助関係が含まれるにいたったこと（③．⑥）。
山
医
療
ＩＬＯ条約・勧告における疾病・医療保障基準とわが法制
（Ⅲ。ｍ）。
八
一
ＩＬＯ条約・勧告における疾病・医療保障基準とわが法制
八二
（６）
②保障方式社会保険、公的サーヴィスのほか、一定の要件をみたす任意的保険もとり入れられるニハ条）・
財源は保険拠出金若しくは課税又はこの両者であるが（七一条一項）、被用者の保険拠出金の負担限度額は給付費用
の五○％とされる（同条一一項）。また給付の正当な支給については国が責任主体となる（同条一一一項）
⑥適用対象者つぎの四類型のうちから各国が選択（九条）。㈹全被用者の五○％以上と妻子、②全住民の一一
○％以上の経済的稼働人口とその妻子、ｎ全住民の五○％以上の住民、㈲後進国についての㈹の暫定的例外措置・な
（７）
お、二四・五号条約のように、農業、非農業の区別はしていない。
何保障内容予防的、治療的医療提供であるが（七条）、適用を受ける事故としては、㈹原因のいかんを問わ
ないすべての病的状態（三○『亘。ｏ・目菖・ロ）および何妊娠、分娩およびこれらの結果についてである（八条）・㈹は
「原因のいかんを問わない」ため、業務上災害・疾病も入る。
７
Ｊ
㈹の内容は、．ｌ一般医の診療（往診を含む）、⑩専門医の診療、》Ⅲ薬剤支給、。Ⅳ入院、の四・㈲の内容は、ｉ医師
ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
く
く
または助産婦による産前、分娩、産後の介助。ｉ必要ある場合の入院、である（一○条１）。なお、病的状態の場合
く
は、被保険者に自己負担させる一」とができる（一○条一一項）。
医療給付は現物による直接給付でも間接給付（費用償還方式）でもよい三条一一項）・
保障は全期間を原則とする。ただし病的状態の場合は一一六週に制限することができるが、疾病給付が続く間は継続
が必要であり、また長期療養を要する疾病については期間延長の必要がある（一一一条一項）、給付に資格期間を設け
ることも認められる（三条）。
以上の一○一一号条約中の医療部門で特徴的なことは、まず出産介助が一段と明確な形で医療のなかに位置づけられ
の区別もない。
何
保
障
内
｛
ユ。□局巴勺四望【
方式）。適用針
何
保
障
内
容
「
病
的
状
態
に
起
因
し
、
且
つ
、
所
得
の
停
止
を
伴
う
労
働
不
能
」
（
一
四
条
）
に
対
す
る
定
期
的
支
払
金
弓
の
‐
国Ｃｓ８－勺ど曰の貝）の支給である。金額の算定方式として三類型の選択制が登場した（六五条、六六条、六七条各
方式）。適用対象者の類型について右の㈹または何がとられるときは六五条または六六条方式が、いがとられるとき
は六七条方式が適用される。六五条方式は受給者の従前所得に対する、いわゆる所得比例制であるが、その給付率は、
標準受給者（妻および二子を有する男子）について四五％である。六六条は普通成年男子労働者の賃金を標準とする
均一制で、その成人男子労働者賃金に対する比率は四五％である。六七条はミーンズ・テストつき社会扶助方式で、
（８）
その給付額は受給者の健康で相応な生活を保障する一定額とされる。
給付期間は事故の全期間が原則であるが、一一六週に限定でき（一八条）、また受給に資格期間、待期期間（三日）
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
・
勧
告
に
お
け
る
疾
病
・
医
療
保
障
基
準
とわが法制
八三
るという進歩があった。自己負担禁止、全期間保障など、病的状態に比しより優越した扱いがなされている点に注目
さ
れ
る
。
反
面
、
適
用
対
象
、
医
療
内
容
、
保
障
期
間
な
ど
が
限
定
的
で
、
受
給
に
資
格
期
間
を
つ
け
て
い
る
こ
と
な
ど
の
面
で
六
九
号
勧告より劣っている。
③
保
障
方
式
強
制
社
会
保
険
方
式
、
任
意
保
険
方
式
の
ほ
か
、
ミ
ー
ン
ズ
・
テ
ス
ト
つ
き
社
会
扶
助
方
式
も
予
想
さ
れ
て
い
る
（一五条㈲、’六条二項）。財源負担関係と国の責任主体性については医療の場合と同様である（七一条）。
⑤
適
用
対
象
者
つ
ぎ
の
四
類
型
の
う
ち
か
ら
各
国
が
選
択
す
る
も
の
（
一
五
条
）
。
㈹
全
被
用
者
の
五
○
％
以
上
、
②
全
住
民
の一一○％以上の経済的稼働人口、ｎ一定の資産をこえない全住民、円後進国における暫定的例外措置。農業、非農業
②
疾
病
給
付
③保障方式一定の要件をみたす任意保険が認められている（六条）が、これ以外に方式に関する規定はなく、
いかなる形をとるのも加入国の自由ということになる。
⑤適用対象者次の一一一類型のうちから各国が選定（十条）。㈹訓練生を含む全被用者とその妻子、②全経済活
６条約一一一一○号（医療・疾病給付条約、一九六九年）
一○一一号条約をふまえた戦前条約見直しのためのＩＬＯ「社会保障専門家委員会」による第三段階の勧告にもと．つ
くもので、一一四・一一五号条約の改正条約である（三五条）。本条約出現の背景は、この時点においては、世界的に強
制保険方式のみでなく、全住民に適用される公的サーヴィス方式や公費援助による、任意保険方式その他多様な方式
が発達をみせていたこと、旧条約が運営方式などあまりに厳格すぎたこと、適用範囲の家族への拡大、現金給付の最
（９）
低水準設定の必要性が感ぜられたこと、などであった。
要点はつぎのとおりである。
ＩＬＯ条約・勧告における疾病・医療保障基準とわが法制
八四
を設けることも許容されている二七条、’八条）。
なお、産前、分娩、産後期間中の所得保障は第八部母性給付でもなされる。
以上の疾病給付について気づく点は、給付額が六七条方式を除き具体的に最低基準が示されたことは一一四号条約に
比し前進であるが、六七号勧告の期待には反している。適用対象者や保障期間、保障要件については同勧告の水準を
下廻っている点は医療について述べたこととほぼ同様である。
川
医
療
動人口の七五％以上の人口とその妻子、㈹全住民の七五％以上。
、保障内容治療的および予防的医療であるが（九条）、一○一一号条約の医療内容（５．Ⅲ．、）に、㈹歯科
診療、②医療リハビリテーション（冨巴－８｜宛の盲目】白二・回）の二項目が追加された（一三条）。
保障期間は事故の全期間を原則とするが、受給者が保護対象者でなくなるときは、一一六週に限定できる。ただし、
疾病給付が継続されているときは停止されない。また診療の延長の必要な疾病については延長しなければならない
各国の法令で受給者に一部負担金を負担させることが予想されている（一七条）。また各国の法令により、受給に
資格期間を付することも認められている（一五条）。
されている二九条ｐ）。
⑥適用対象者各国の選択するつぎの三類型の一（一九条）。Ⅲ訓練生を含む全被用者、②全経済活動人口の
七五％以上の人口、㈹事故期間中の資格が一一四条に規定する限度をこえないすぺての住民。
何保障内容「疾病に起因し、かつ、所得の停止を伴う労働不能」（七条⑤）に対する定期的支払金と受給者
死亡の場合の葬祭給付の支給である。ここで疾病とは「原因のいかんを問わないすべての病的状態」である（一条
⑪）。一○二号条約と同様、業務上災害・疾病も入るが、後述のごとく、ここではいわゆる「労災補償の社会保障
い）。
化」 〆凸、
六
条
、－〆
｡
②
疾
病
給
付
③
保
障
方
式
の含みをもっていた。
ＩＬＯ条約・勧告における疾病・医療保障基準とわが法制
任意保険も認められること（六条）のほかとくに規定はない。ミーンズ・テストつき方式も予想
八五
ＩＬＯ条約・勧告における疾病・医療保障基準とわが法制
八六
定期的支払金は、一○一一号条約同様、一一一つの方式（一一一一条・二三条・一一四条）が規定され、適用対象者が㈹または
仲がとられたときは二一一条（所得比例制）又は一一一一一条（普通成年男子労働者賃金比例方式）が、いがとられたときは
一一四条方式（均一方式）が適用される。一一一一条、一一三条の給付率は六○％である。一一四条方式による額は、健康で相
応な生活を保障する一定額とされる。
給付期間は事故の全期間であるが、所定の各労働不能について五二週以上に制限することができる（二六条２）。
各国の法令により待期期間（二六条一一一項）、資格期間（一一五条）を設けることが認められている。
葬
祭
給
付
三
七
条
一
項
）
の
額
に
つ
い
て
は
と
く
に
規
定
は
な
い
。
以上の一三○号条約で、労災をも含めた点以外でとくに注目される点は以下のようである。
川医療に関しては、’○一一号条約に比し、適用範囲が拡大されたこと、医療内容に歯科医療のほかリハビリテー
ションが加わり、医療における③予防、⑥治療、何リハビリテーションの三つの分野が体系化されたこと、保障期間
の限定、資格期間設定の条件がきびしくなったことなどで大きな前進を示したこと。
②疾病給付についても、適用対象者の範囲の拡大、給付率の引上げ、葬祭給付の新設、保障期間や受給要件改善
な
ど
の
前
進
が
認
め
ら
れ
た
こ
と
。
(a） ７勧告一三四号（医療・疾病給付勧告、一九六九年）
三○号条約の補足的性格の勧告である。
適
用
対
象
者
ｊ㈹医療必要な場合、段階的に以下の者に拡張されるべきである（一一項）。．ｌ臨時的に雇用される者、
く
１
Ｊ
ｊ
ｊ
ｊ
者と同居する家族労働者、『Ⅲすべての経済活動人口、．Ⅳｉから『Ⅲまの者の妻子、Ｖすべての居住者。
く
く
く
く
く
』
ｊ
何疾病給付右と同様、右の。ｌから》Ⅲに掲げられる者（一一項）。
く
く
べきである（九項）。 Ｊ
Ｊ
㈹医療には、．ｌ眼鏡のような医療器具の供給、ｉ回復期患者に対する便宜、を含むぺきである（’一一項）。
Ｉ
く
回疾病給付保護対象者がつぎのような理由で所得の喪失をともなう欠勤をするときにも支給されるべきであ
ｊ
ｊ
Ｊ
る（八項）。．ｌ治療的・予防的医療を受ける必要があるため、》Ⅱ検疫のため隔離されていること、ｉリハビリテーシ
く
く
く
ｊ
ヨンのため医師の監督下にあること、．Ⅳ回復期の休暇中である一」と。
く
い病気のため通常の労働が完全に不可能でない者には、正規の労働時間中医療を受けるための便宜が供与される
㈲被扶養者を看護しなければならない経済的活動従事者に適当な援助措置がとられるべきである二○項）。
㈹疾病給付給付率はすくなくとも６．％引上げられるべきである二一一項）。
Ｈ現金給付は事故の全期間保障されるべきである（一三項）。
川医療の受給には資格期間を付してはならず（四項）、また一定の場合一部負担を課されるぺきではない（七項）。
⑥
保
障
内
容
（ｏ】）】す】○・℃◇③
（１）疾病についての集団的共済組織の沿革、一一四、一一五号条約採択までの各国の状況などについての本文の説一明は、主として
●
【ＦＰＣロ・ロ一戸も．』を参照した。球．
ＩＬＯ条約・勧告における疾病・医療保障基準とわが法制
八七
ｊｉ
使
用
く
（５）㈹と何の関係については、サーヴィスが一部住民や地域にかぎられている場合、または他の社会保険部門のために拠出機
榊が整伽されていて全住民を容易に保険制度に取り込むことができる場合にはいが妥当であり（Ⅱ・９）全住民にサーヴィ
スが提供されており、かつ医療サーヴィスを一般的保健サーヴィスに統合することが望まれる場合には㈲が妥当である
（Ⅱ．、）とされている。
（６）要件とは、川公の機関が監督し、又は所定の基準に従って使用者及び労働者が共同で運用し、②熟練男子労働者の所得を
こえない所得の大部分に適用され、かつ③適当な場合には、他の形式の保護と組み合わせて、この条約の関係規定を実施す
るもの、とされる（六条）。
（７）経済及び医療施設が十分発達していない国は、宣言によって（三条一項）、本文㈹の要件を被用者数二○人以上の事業場
の被用者の五○％とすることが認められている（九条⑥）。
（８）三方式の意味や関係については、高橋武『国際社会保障法の研究』（昭和四一一一年、至誠堂）三六二頁以下参照。
（９）くわしくはＦｐ夛冗のく】⑪一目ｏｍＯｏｐぐのロニ○口の三○巾・農四口旦呂８コ目目冒、⑫一，六口の冊『ロ⑩臣『四コＲご》幻８．月ぐ閂（』）旨【の日四，
［ざ目一Ｆ§・日ＤＣ回す２８紹昌の①服－．口』垣富（の目のく貝Ｆ○］④ｓ）、樋口富男「社会保障の国際的動向」ｌ医療疾病給付条
約を中心としてＩ（世界の労働一九巻八号）九頁以下参照。この論文の指摘によれば、専門家委員会の戦前条約の見方は、
Ⅲ戦後の新しい社会保障の展開の現実にそぐわない、②詳細な規定が多すぎる、③肝心な給付基鵡についての規定を欠く、
凶戦後各国の制度は戦前想像もできなかった新しいタイプの給付を開始しており、これについても国際労働基準を設けるべ
き
で
あ
る
、
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
ＩＬＯ条約・勧答における疾病・医療保障基準とわが法制
八
八
（３）このほか、除外が認められる者としては、高賃金労働者、金銭賃金（日。。ｇ肴画碩の）の支払を受けない労働者、普通の賃
金労幽菅と同様の状態でない家内労働者、一定の年齢制限がある場合それ以下または以上の者、使用者の家に属する者、で
ある（一一条一一項⑪ｌい）
（４）社会が負担する費用としては、Ⅲすでに高齢者である者の加入から生ずる不足金、②廃疾、老齢、遺族、母性給付支給に
ともなう臨時的費用、③過度の失業時の失業給付醤、四小額収入の自立労働者の保険に対する補助金、があげられている
（襲弾付録⑨）。
１
保
障
方
式
二四・二五号条約にみられるように、当初は強制社会保険方式から出発する。財源的には労使による保険料負担に
任意的に公的援助が加わる形が想定されていた。しかし勧告六七、六九号以降になると老齢者分のように拠出金で支
弁できない費用は社会の負担とする思想のもと、社会扶助方式が登場する（六七号勧告）。医療については公の基金
から支弁される公的医療サーヴィス方式も加わることになる（六九号勧告）。’○一一号条約では、社会保険方式にお
ける労働者負担限度が明定される反面、任意保険やミーンズ・テストつき社会扶助方式も認められ、方式としては多
様化を示す。そして、ついに一三○号条約においては任意保険方式が認められる規定は存するが、それ以外、とくに
方式に関する規定が姿を消すことになった。戦後のイギリスのごとき国民保健サービス方式（ＮＨＳ方式）の登場が
（１）
こ
の
動
向
の
背
景
と
な
っ
た
こ
と
は
あ
き
ら
か
で
あ
る
。
「強制方式」から「任意方式」への動向は、国家的制度としてみた場合、退歩としての印象がなくはない。しかし、
以上のＩＬＯ条約・勧告の流れのなかからみいだされる制度の主要側面についての基本的動向は、つぎのようにと
ら
え
ら
れ
る
。 二疾
病
・
医
療
保
障
に
関
す
る
Ｉ
Ｌ
Ｏ
基
準
の
基
本
的
動
向
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
・
勧
告
に
お
け
る
疾
病
・
医
療
保
障
基
準
と
わ
が
法
制
八
九
２
適
用
対
象
者
二
四
号
条
約
に
み
ら
れ
る
よ
う
に
、
当
初
は
雇
用
労
働
者
本
人
を
対
象
と
し
、
し
か
も
高
賃
金
労
働
者
等
か
な
り
の
除
外
を
認
め
て
い
た。その家族については、医療給付の支給も任意的であった。それが一一九号勧告を経由して六七号勧告になると全被
用
者
、
自
営
業
者
、
そ
の
被
扶
養
者
を
対
象
と
す
る
こ
と
に
な
る
。
自
営
業
者
に
も
保
険
制
度
創
設
が
示
唆
さ
れ
る
の
で
あ
る
。
そ
れ
が
医療の六九号勧告になると社会のすべての構成員とされて、終着点に達する。ただし条約となるとその理想からかな
りの距りをとる。一○一一号条約をみればあきらかであるが、それでも一三○号は若干の進歩を示している。さらに一
三
四
号
勧
告
は
、
現
実
的
な
立
場
か
ら
、
段
階
的
に
理
想
到
達
を
図
っ
て
い
る
。
包
括
性
（
ｎ
．
曰
官
：
目
印
】
ぐ
の
冒
協
）
は
社
会
保
障
の
基
本
理
念
の
一
で
あ
り
、
条
約
は
遅
々
た
る
感
が
あ
る
も
の
の
、
労
働
者
↓
自
営
業
者
↓
こ
れ
ら
の
被
扶
養
者
↓
全
住
民
へ
の
方
向
を
と
っ
て
い
る
も
の
と
み
ら
れ
る
。
こ
の
目
的
達
成
は
、
医
療
保
障
に
と
く
に
強
く
要
請
さ
れ
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
・
勧
告
に
お
け
る
疾
病
・
医
療
保
障
基
準
と
わ
が
法
制
九
○
社会扶助方式や公的サーヴィス方式の登場による「保険方式」からの解放は、「保険」から「保障」への社会保障制
度
進
展
に
対
応
す
る
も
の
と
し
て
、
積
極
的
に
評
価
さ
れ
る
べ
き
も
の
で
あ
る
。
と
く
に
医
療
は
後
述
さ
れ
る
よ
う
に
、
予
防
か
ら
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
ま
で
を
含
ん
だ
包
括
医
療
が
理
想
で
あ
り
、
ま
た
ひ
と
の
肉
体
的
生
存
に
か
か
わ
る
も
の
で
あ
る
だ
け
に
全
住
民
を
対
象
と
す
る
こ
と
の
要
請
が
強
い
こ
と
は
前
述
六
九
号
勧
告
（
Ⅱ
・
８
）
の
規
定
と
な
っ
て
あ
ら
わ
れ
て
い
る
と
お
り
で
あ
る
。
そ
し
て
こ
れらに対応するには、イギリスのような国民保健サーヴィス方式が理想的な形となるのであり、このことも同勧告の
指摘するところである（０．ｍ）。
原型の二四号条約では、疾病給付に従属して、ごく素朴な治療的医療しかも歯科医療を含まないものを規定したに
す
ぎ
な
か
っ
た
。
し
か
し
こ
れ
と
同
会
期
に
採
択
さ
れ
た
一
一
九
号
勧
告
で
は
、
す
で
に
予
防
的
医
療
の
重
要
性
を
説
き
、
そ
の
旨
の
規
定
を
置
い
て
い
た
こ
と
は
注
目
に
値
す
る
。
こ
れ
が
六
九
号
勧
告
に
な
る
と
明
確
に
医
療
の
一
分
野
と
し
て
そ
の
地
位
を
確
立
し
、
一
○
二
号
条
約
か
ら
さ
ら
に
一
三
○
号
条
約
へ
と
引
継
が
れ
る
こ
と
に
な
る
。
こ
の
医
療
の
機
能
的
拡
張
と
パ
ラ
レ
ル
に
、
医
療
の
具
体
的
内
容
も
充
実
を
み
せ
る
。
歯
科
治
療
や
入
院
は
二
九
号
勧
告
に
補
足
的
に
勧
告
さ
れ
て
お
り
、
六
九
号
勧
告
で
は
さ
き
に
紹
介
し
た
よ
う
に
、
看
護
、
療
養
、
治
療
材
料
の
支
給
な
ど
が
加
わ
っ
て
、
も
っ
と
も
充
実
し
た
内
容
と
な
っ
て
い
る
（
こ
れ
が
一
○
二
号
条
約
の
労
災
給
付
部
門
に
お
け
る
医
療
内
容
と
な
っ
て
い
る
）
。
た
だ
し
、
前
述
の
予
防的医療確立の観点からみた場合、それに対応する具体的医療内容が不明確なうらみは残っている。
一
三
○
号
条
約
で
注
目
さ
れ
る
こ
と
は
医
療
内
容
に
医
療
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
が
入
っ
た
こ
と
で
あ
る
。
こ
れ
も
、
具
体
的
に
い
か
な
る
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
を
意
味
す
る
か
は
あ
き
ら
か
に
さ
れ
て
い
な
い
う
ら
み
は
あ
る
が
、
と
も
か
く
観
念
と
し
て
で
も
医
療
内
容
に
こ
れ
が
入
っ
た
こ
と
の
意
味
は
大
き
い
。
す
な
わ
ち
、
医
療
は
、
前
述
の
予
防
的
医
療
、
治
療
的
医
療
、
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
の
三
要素がそろう、いわゆる包括医療（、○日ご『島のロの弓の旨の＆。旨の）の骨格が形づくられたわけである。
つ
ぎ
に
医
療
と
出
産
サ
ー
ヴ
ィ
ス
の
関
係
が
あ
る
。
出
産
サ
ー
ヴ
ィ
ス
が
医
療
の
一
内
容
と
な
っ
て
登
場
す
る
の
は
六
九
号
勧
告
で
あ
り、一○二号条約では、病的状態と独立に「妊娠、分べん及びこれらの結果」として適用対象事故とされ、独自のサ
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
・
勧
告
に
お
け
る
疾
病
・
医
療
保
障
基
漣
と
わ
が
法
制
九一
３
保
障
内
容
、
保
障
期
間
、
保
障
要
件
川
医
療
給付額については、一一九号勧告ではその基準が示され、均一制は例外的に認められて賃金比例が原則とされた。六
七号勧告ではこの原則が引き継がれるとともに、具体的な給付率として単身者、四○％、家族もち六○％とされる。
一○一一号条約ではこの算定方式が多様化され、所得（賃金）比例制のほか標準労働者賃金比例方式、均一方式の一一一方
式の選択制となった。所得比例方式における給付率は一○一一号条約では四五％、’一一一○号条約では六○％、一一一一四号
資格期間の設定も漸次許容がきびしくなる。一○一一号条約では認められていたが、一一一一○号条約ではかなり限定的
となっている。しかし全廃されるにはいたっていない。
以上が医療に関するＩＬＯ基準の基本動向であった。医療の機能的側面からは治療的医療からそれに予防的機能が
付加され、さらにリハビリテーションが加えられる。対象事故の面では病気（病的状態）に出産が加わる。これと平
行して具体的医療内容も充実される。対象者は全住民を包摂し、方式は保険方式にこだわらず、公的サービスによっ
て保障しようとする方向がみいだされる。これらは医療における「治療から健康保障Ｃ、「出産の対象化」、対象者
における「被用者から全国民へ」、保障方式における「保険から保障へ」などの語で示すことができよう。
に
お
け
る
「
被
用
②
疾
病
給
付 ＩＬＯ条約・勧告における疾病・医療保障基準とわが法制
九ニ
ーヴィス内容も規定された。後述のように、このことがわが国の一○二号条約中医療部門を批准しえない大きな原因
と
な
る
だ
け
に
、
こ
の
こ
と
は
重
要
で
あ
る
。
保障期間も原型は限定的であった。しかし、二九号勧告では健康状態が必要とする期間となり、’○二号条約では
全期間保障が原則となった。例外的に限定されることが認められているが、その例外の許容は一一一一○号条約になると
一段と狭くなる。
４
労
災
補
償
の
社
会
保
障
化
医療・疾病給付の対象たる疾病に業務上災害疾病を取り込んだのは一○二号条約で適用対象事故を「原因のいかん（２）
を問わない病的状態」と規定して以来である。この条約では別途「業務災害給付」（第一ハ部）を極いているためか、
この取込みの意義についてはあまり意識され、議論されてこなかったようである。しかし、これを「疾病」の定義の
なかに規定した一三○号条約の場合は、その準備段階から一九六六年の業務上外の区別を撤廃したオランダの例、こ
れと同様の結果となる一九六七年のニュージーランド王立調査委員会の勧告をふまえ、あきらかに労災補償の社会保
障化が意識されたものであった。当初の事務局原案においては適用対象たる「疾病」は業務外のものに限られていた
が、とくに労働側代表からの主張により訂正されたもので、それは「業務上外を区別しないで、どのような疾病状態
（３）
であってもこの条約に規定する給付は適用されなければならないということ」を趣旨とするものであった。これはま
さに、給付における業務上、外の区別の廃止を指向する、わが国でいわれている「労災補償の社会保障化」の意識が
根底に存在したものである。
給付額については、このようにして、算定方式の多様化と、所得比例制（率そのものは標準労働者賃金比例方式も
同様）における給付率の引上げの動向がみられるのである。
保障期間、保障要件とも医療に関して述ぺたこととほぼ同様で、要するに一三四号勧告に示されているように、病
気の全期間なるべく無条件に受給できる方向をとっているといえる。
勧告では六六・％％となる。
ＩＬＯ条約・勧告における疾病・医療保障基準とわが法制
九
批准国数をみると、’一四号条約二八箇国（一一五号条約一七箇国）、一○二号条約中医療部門は一九箇国、疾病部門
（１）
は一八箇国、一一二○号条約は一一一一箇国である。
わ
が
国
は
、
こ
の
う
ち
批
准
し
て
い
る
の
は
一
○
二
号
条
約
中
の
疾
病
給
付
部
門
の
み
で
、
し
か
も
そ
れ
は
一
九
七
六
年
に
な
っ
て
か
ら
で
あ
っ
た
。
一
三
○
号
条
約
は
世
界
的
に
批
准
数
は
い
ま
だ
少
な
い
が
、
’
○
二
号
条
約
中
の
医
療
部
門
は
ア
メ
リ
カ
を
除
き
主
要
先
（２）
進国はすぺて批准ずみであり、わが国の遅れが目立つ。政府当局者の言動やわが法制の現状からみて、批准の障害は
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
・
勧
告
に
お
け
る
疾
病
・
医
療
保
障
基
準
と
わ
が
法
制
九
四
し
か
し
、
本
条
約
に
お
い
て
は
、
底
流
と
し
て
こ
の
意
識
が
存
し
た
も
の
の
、
必
ず
業
務
上
、
外
で
異
っ
た
扱
い
を
す
る
こ
と
ま
で
も
禁
止
し
て
は
い
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
こ
の
点
で
は
わ
が
国
の
よ
う
な
両
者
で
異
っ
た
内
容
の
別
途
の
制
度
で
あ
っ
て
も
、
そ
れ
が
そ
れ
ぞれ基準をみたせば批准の障害にはならないと解される。
（３）
つぎの二点に認められる。
③
わ
が
法
制
上
の
医
療
に
は
出
産
サ
ー
ヴ
ィ
ス
が
含
ま
れ
て
い
な
い
こ
と
。
わが法制上、医療、疾病給付の代表である健康保険法、国民健康保険法をみるに、前者では出産に関しては、現金
（１）
（２）
（３）
Ｆｐ丙ｇＣ１く閂（」）〕の亀（・ロ．。－戸）七・つ参照
Ｉ
Ｌ
Ｏ
に
お
け
る
こ
の
蟻
論
の
過
程
や
重
複
の
理
由
に
つ
い
て
は
、
高
橋
武
、
前
掲
書
一
こ
の
経
緯
に
つ
い
て
は
、
立
案
当
局
者
の
指
摘
と
し
て
、
樋
口
、
前
掲
、
’
二
頁
。
三
疾
病
・
医
療
保
障
に
関
す
る
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
の
批
准
状
況
と
わ
が
国
の
法
制
三
頁
以
下
に
く
わ
し
い
。
その一三○号条約については、政府はほとんど末検討のごとくである。客観的な現行法制上の問題点としては、医
療に関しては、一○二号との関係で支障となった前述の一一点が依然として存在しているほか、本条約独特の問題とし
ＩＬＯ条約・勧告における疾病・医療保障基準とわが法制
九
五
代替した（三五条）。
給
付
と
し
て
の
分
娩
費
（
鑿
報
酬
月
額
の
半
額
最
低
領
二
ｏ
万
円
）
．
配
艫
讃
分
娩
機
（
二
○
万
円
｝
Ｉ
類
と
し
て
か
な
り
引
き上げられてきているが、あらゆるケースにおいて出産費すべてをカバーするには不十分なものであるｌの制度は
あるが（五○条一項、五九条の四）、現物給付たる「産院への収容‐一は保険者の任意である（五一条、現在ほとんど
実施されていなど。また後者においても助産費の支給か助産の給付かは保険者の選択に委ねられている（五八条一
項）のであって、現物給付を中心とする医療に対し、出産保障は一段劣位に置かれているのである。このことは、制
定当初の健康保険法五一一条が分娩に関する保険給付は分娩前の一定期間（実際には一八○日以上）被保険者であった
者に限定していたことに明示されているが、この点において、前述のように、一○一一号条約ではすでに出産を医療よ
り優越化していることと対照的である。しかし健康保険法以来とられているこの伝統的な医療優先の体系を改めるこ
とは、現行医療保険法制の基本を根底から変革することにつながるのである。
⑥
わ
が
医
療
保
険
法
制
が
疾
病
の
予
防
に
関
し
て
は
ま
っ
た
く
と
い
っ
て
よ
い
ほ
ど
考
慮
を
払
っ
て
い
な
い
こ
と
。
一九八一一年施行の老人保健法は四○歳以上の者を対象に、ヘルス・サーヴィス事業の一環として予防事業を行うこ
ととしたものの、これだけでは一○二号条約の予防を含めた医療部門を批准するには不十分である。
さかのぼって、一一四号条約については、政府は、いまの時点では古い条約であり、より高度の一○一一号条約の批准
によってカバ１されると考えていたようであるが、事実一三○号条約は一一四・一一五号条約の改正で条約の形をとって
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
・
勧
告
に
お
け
る
疾
病
・
医
療
保
障
基
準
と
わ
が
法
制
九
六
てリハビリテーションの問題がある。この点もわが医療保険法制にとってはまったく未知の問題だからである。
業務上災害・疾病を意識的に対象事故として取り込んだことにより、わが法制上は医療保険のみならず労災保障法
制をも考慮しなければならなくなったことを意味す廷挫、現に一○二号条約中業務災害給付部門を批准していること
からも、直接的には本条約の批准の妨げにはならないであろう。したがって、一一一一○号条約中の疾病給付部門にかぎ
ればおおよそ現行法制をもって批准が可能であろう。ただ、適用対象者について一九条㈹項（訓練を含む全被用者）
を選択する場合には、五人未満事業所を除外する現行健康保険法（国民健康保険法上は疾病給付は任意的である。五
八条一一項）上問題があることになる。
（１）閂ＰＣ。（戸尉［。｛再伊巨罰、凹匡○口②◎烏○．曰くの皀已Ｃ口の（②⑩具⑫】□の。桿垣⑭頃）ご幻のロ。『［『臣（わ■『［、）ご『ロ［の門国回豆。ｐ四一Ｆいす◎色『ＤＣロ（の『の’
：①①津け⑫①のの冒口ご田による。
（２）一○二号条約医療部門の批准国は、オーストリヤ、ベルギー、ボリビア、コスタリカ、デンマーク、フランス、西ドイツ、
ギ
リ
シ
ャ
、
メ
キ
シ
コ
、
ノ
ル
ウ
ェ
ー
、
ペ
ル
ー
、
ス
エ
ー
デ
ン
、
ト
ル
コ
、
イ
ギ
リ
ス
、
ヴ
ェ
ネ
ズ
エ
ラ
、
ユ
ー
ゴ
ス
ラ
ビ
ア
で
あ
る
。
（３）ＩＬＯに届けられたわが国の末批准の理由は、給付の範囲や水準がＩＬＯ基準をみたさないことである。屑○二のＥ『曰【目，
『罠。｛宛８．Ｈ【・口目『餌言巳ｎ．曰く自己自弓》百・』ｇ・条約を批准しない場合、自国の法律および慣行の状況をＩＬＯ本務総長
に報告することになっているが、わが政府は基本一七条約以外は報告していない。
（
４
）
樋
口
、
前
掲
、
一
四
頁
なっている前述の二点、すなわち医一
で、これに絞って論ずることとする。
以上のように、医療に関する条約末批准にみられる、国際的規範としてのＩＬＯ基準に対するわが医療保障法制の
乖離、遅れはどう理解すべきか、またなにゆえなのかが最初に論ぜられなければならない。この乖離は、批准障害と
なっている前述の一一点、すなわち医療における予防、リハビリテーションの欠如、および出産保障の未成熟であるの
この場合、定立された国際的基準に到達できない側に多くの問題があることはいうまでもないが、他方、生活習慣
や意識構造、経済発展段階、社会保障制度の進展度、さらに一国における経済力などについての各国の差を捨象して
一律に基準を設定することから生ずる、各国による批准の困難さの方にも考慮がなされなければならないであろう。
Ⅲ予防およびリハビリテーションの欠如
ここでまず考えておかなければならないことは、治療をはさむこの二つが加わることの医療保障発展史上の意味で
ある。この一一つが「治療から健康保障へ」の動向の一一大要素であることはさきにふれたとおりである。ではこの動向
の根拠はなになのか。それは医療の中核であり、その端緒である治療（Ⅲ病気の回復）そのもののもつ内在的発展性
の発現である。すなわち治療は、可能なかぎり傷病の初期に施すほど効果が大であり、（経済的にも）効率的である
ことは自明であるが、そうだとすれば、もう一歩進んで傷病の発生をくいとめるところまてすなわち予防にまでさ
かのぼらなければならない必然性がある。治療の対象となる傷病は、それ自体肉体的苦痛をともない、労働能力を奪
ＩＬＯ条約・勧告における疾病・医療保障基準とわが法制
九七
四
わ
が
国
の
課
題
治療の発展性のもう一つの方向がリハビリテーションである。治療は単に肉体的な病的状態（冨日亘已、。且旨。ｐ）
の解消に終ってはならず、より進んで全人間的能カーｌ日常生活能力、稼得能力、社会生活能力１１の完全な回復に
よ
っ
て
は
じ
め
て
完
成
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
治
療
は
そ
の
前
段
階
に
お
け
る
予
防
、
後
段
階
に
お
け
る
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
に
結
び
つ
く
必
然
性
が
あ
り
、
そ
の
こ
と
と
一
体
の
関
係
で
、
医
療
は
も
は
や
病
的
状
態
の
治
癒
に
と
ど
ま
ら
ず
、
そ
こ
か
ら
人
々
の全人間的能力保全としての健康保障の観念に発展するのである。
世
界
に
お
け
る
医
療
（
疾
病
）
保
険
の
現
実
の
発
展
の
流
れ
も
こ
れ
に
そ
っ
た
も
の
と
な
る
。
初
期
の
保
険
制
度
の
主
要
目
的
は
労
働
者
に
傷
病
に
よ
っ
て
失
な
わ
れ
た
賃
金
の
補
て
ん
と
そ
の
傷
病
の
治
癒
施
設
の
提
供
で
あ
り
、
後
者
は
金
銭
給
付
に
よ
っ
て
も
代
替
可
能
な
性
格
の
も
の
で
あ
っ
た
。
し
か
し
後
者
の
、
と
く
に
予
防
的
措
置
の
併
用
に
よ
る
大
衆
の
健
康
増
進
機
能
が
認
識
さ
れ
る
や
、
そ
の
目
的ないし性格、用いられる手段に変化を生ずる。現金給付は徐々に影をひそめ、現物による医療給付は予防しえなか
っ
た
傷
病
の
可
及
的
速
や
か
な
回
復
を
図
る
制
度
と
な
る
。
同
時
に
給
付
の
対
象
も
労
働
者
本
人
だ
け
で
な
く
家
族
に
も
拡
大
さ
れ
、
制
度は公衆の健康（勺：胃西田一島）増進のための最大の機構となった。それは第一次大戦後すでに認められていた動向
であった。この医療保険における現物給付の意味は、第二次大戦後において公的医療サ１ヴィス方式を含んだ国民保
（１）
健
サ
ー
ヴ
ィ
ス
方
式
出
現
に
つ
な
が
り
、
社
会
保
険
方
式
の
解
消
へ
の
方
向
を
導
い
た
も
の
で
あ
っ
た
。
といってこの過程はけっして平たんなものではなかった。一三○号条約批准の段階でも医療のなかに予防措置を含
（２）
めることについては、使用者メンバー、政府メンバーから経費がかかることなどから反対意見が出された。ここで一
い、要するに人の幸の根一
な
い
も
の
を
も
つ
の
で
あ
る
。
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
・
勧
告
に
お
け
る
疾
病
・
医
療
保
障
基
準
と
わ
が
法
制
要
す
る
に
人
の
幸
の
根
元
を
奪
う
も
の
で
あ
る
か
ら
、
な
い
に
こ
し
た
こ
と
は
な
い
。
九
八
治
療
は
当
然
に
予
防
に
進
ま
な
け
れ
ば
な
ら
の役割をはたしたのがＷＨＯ代表者である。彼は委員長の招きに応じて発言し、予防的医療の低コスト性とともに、（３）
医療の現代的観念は予防と治療の総ニロを意味することを宣明し、これを社会保障制度にとり入れることを主張した。
ＷＨＯはすでに一○二号条約採択の際にもＩＬＯの要請で報告書を提出し、この点についての影響力を行使してい
る。すなわち、保健サーヴィスにはい建設的サーヴィス（環境対策、健全な栄養など）、②個人的な予防サーヴィス
（定期健康診断、健康相談など）、㈹治療的サーヴィス、㈲回復的サーヴィスの四つの側面が認められるべきことを
（４）
勧告した。ＷＨＯの立場上当然の勧告ととれるが、およそ人の健康な活動能力を社会的に維持するには、この四つは
当然一体的、総合的に提供されるべきであり、どれひとつに偏ることも許されないのは常識的にも容易に理解される。
そして制度は常に理想的状態に向って改善されなければならないとすれば、一歩でもこの理想的状態に接近する必要
が
あ
り
、
一
○
一
一
号
条
約
に
お
け
る
予
防
、
一
三
○
号
条
約
に
お
け
る
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
の
登
場
は
、
こ
の
進
歩
の
必
然
的
な
過
程
（５）
で
の
マ
イ
ル
・
ス
ト
ー
ン
と
み
ら
れ
る
の
で
あ
る
。
では、わが国の一○二号条約中医療部門、一三○号条約批准の障害となっているこの部面での遅れはどのように理
解するのであろうか。さきにも述べたように、わが国情の特殊性、とくに東洋的社会風土や国情がＩＬＯ基準を受容
で
き
な
い
と
い
う
な
ら
、
そ
れ
は
Ｉ
Ｌ
Ｏ
基
準
の
設
定
自
体
に
問
題
が
あ
る
こ
と
に
な
る
。
し
か
し
Ｉ
Ｌ
Ｏ
基
準
の
右
に
み
た
進
展
、
す
なわち予防、リハビリテーションの採用、治療から健康保障へ、保険から保障へ、国民保健サーヴィス方式の登場は、
世
界
に
お
け
る
あ
ら
ゆ
る
国
に
共
通
の
医
療
進
展
の
理
想
像
で
は
な
か
ろ
う
か
。
国
に
よ
っ
て
は
こ
の
よ
う
な
進
展
を
社
会
的
、
国
家
的
に
、
す
な
わ
ち
社
会
保
障
に
よ
っ
て
な
す
こ
と
に
原
理
的
に
抵
抗
し
、
あ
る
い
は
た
め
ら
う
国
が
あ
る
か
も
し
れ
な
い
。
し
か
し
社
会
保
障の進展はフィラデルフィア亘一一盲や世界人権宣言（二二条）によって鬮際的にも確立されたものとして、ｌＩＬｏ
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
・
勧
告
に
お
け
る
疾
病
・
医
療
保
障
基
準
と
わ
が
法
制
九
九
健
康
保
険
法
制
定
以
来
、
わ
が
国
は
、
出
産
に
関
し
て
は
、
対
象
を
前
述
の
よ
う
に
一
定
の
被
保
険
者
期
間
を
も
つ
者
に
限
定
（
昭
和
一一三年まで）したうえ、金銭給付としての分娩費（二○円、しかも女子被保険者のみを対象）を原則とし、保険者が
必
要
と
認
め
た
と
き
の
み
産
院
へ
の
収
容
、
助
産
の
手
当
を
な
し
う
る
も
の
と
し
て
い
た
（
五
一
条
）
。
そ
の
理
由
と
し
て
あ
げ
ら
れ
て
いるのは、Ⅲ分娩は傷病と異り、事故の発生が明白で、詐病を構える弊害のないこと、②産院その他助産の手当を今
（６）
直に全国に完備することが困難であることである。わが健康保険法は、労働者の生活保障的観点からはまったく異ら（７）
ないにもかかわらず、傷病に対する医療中心であり、出産をごく付随的な位置にしかおいてこなかったふしがあるが、
当時の状況として、右の第二点目の理由があったことも確かであろう。当時、というよりは第二次大戦前においては、
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
・
勧
告
に
お
け
る
疾
病
・
医
療
保
障
基
準
と
わ
が
法
制
一○○
の基盤もここにある－－１今日の段階ではそれを拒否することは許されない。とすれば、社会保障制度中医療部門は、
どの国にとっても妥当視されるＩＬＯ基準の示すところにそって進展させられなければならないのである。わが国の
現状がこの基準に未到達であるということは、わが国の社会保障における医療部門の後進性を如実に示すものといわ
ざ
る
を
え
な
い
。
予
防
と
い
い
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
と
い
っ
て
も
Ｉ
Ｌ
Ｏ
条
約
は
そ
れ
を
具
体
的
に
示
さ
な
い
た
め
不
明
確
な
う
ら
み
は
あ
る
が
、
少
な
く
と
も
一
○
二
号
、
一
三
○
号
条
約
を
批
准
で
き
る
て
い
ど
の
こ
の
面
で
の
進
展
が
な
さ
れ
る
べ
き
で
あ
り
、
わ
が
国
で
は
そ
の
努
力
が
怠
ら
れ
て
い
る
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
そ
れ
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
沢
内
村
の
よ
う
な
自
治
体
の
場
合
を
別
と
し
て
、
国
として、残念ながらこの努力が老人保健法の域にとどまっているのは、医療発展の意欲とともに、国際基準を遵守し
ようとする気構えのなさを疑われることになろう。経済的にも後進国であれば弁解も可能であるが、すでに経済大国
で
あ
る
以
上
、
医
療
面
で
の
福
祉
後
進
性
の
批
判
を
そ
ら
す
こ
と
は
で
き
な
い
。
②
出
産
保
障
の
未
成
熟
健康保険法制定以来、
二三年まで）したうえ、
しかし、産院での出産が一般的な出産形態となる第二次大戦後においては、事情は大きく異るはずである。それは
現物による出産保障を可能とするとともに、出産費の高額化をもたらして、この面での社会的保護必要性をも高める
にいたる。そしてなによりも国民のあらゆる生活障害を網羅しその保障をなそうとする（いわゆる「ゆり寵から墓場
まで』社会保障法原理Ⅱ生存権原理の進展は、要保障性の観点からの傷病と出産の同質性をいっそう自覚せしめた
わが国の出産は助産婦（いわゆる「産婆」）の介助のもとに、一般に自宅で行われており、産院らしきもの自体が少
なく、ここにわが国において出産に関する現物給付を困難にしていた特殊事情は存在する。またこの自宅内出産は出
産経費自体を安価とし、それに対する社会的保護の必要性を低めていたことも容易に推測が可能である。そしてさら
に、出産は病気にあらずとしてこれを軽視する考え方も存在した。このことは、前述出産給付の受給権を制限した
（旧五一一条）ことについて、政府当局者が「けだし分娩は傷病と異り人間生活自然の成行として生ずる事故であり、
また一方から見ればこれによって生ずる保険者の負担は比較的大であります関係上、一定期間以上保険経済に醸出し
（８）
た者に非ざれぱこれに関する給付となさぬという制限を設けた次第であります」と説明していることから雄弁に物語
昭和七年になり、現物給付たる「助産の給付」の安価性からそれが「健康保険産婆」制度として利用されたが、こ
（９）
れは保険財政窮迫に対応する経費節減のためのものであった。そしてこの制度自体、昭和一七年には廃止される。同
年、勅令八一一六号によって配偶者にも分娩費が支給されることとなった（法改正は昭和一一一一一年）が、現金給付原則は
戦後においても制定当初の原型がほぼそのまま保持されているのはどういうわけであろうか。前述のような、医療に
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比し出産を軽視する考え方がもし現在でも残存しているとすれば、それは両者に関して生活保障的観点からの要保障
性における同一性ばかりか、それがさきに述べた出産形態の変化により増大していることを認識して社会保障法的観
点から解消されなければならないものである。国がとくにこの点で国際的基準と別個の制度をとらなければならない
理由はもはやみあたらない。産院出産の完全な現物的保障は一見してぜいたくな出産保陣のようにみえるが、それは
十全な産後措置、とくに難産の場合における母体の保全措置や迅速な安全出産確保措置を容易ならしめて母体の側の
出薑故や後襄を防止し、またそのことをとおして健全な新生児－衾の高齢化菫を支える貴重な人材ｌの
出産を確保するというきわめて優れた進歩的機能をもつこと、換言すれば一定額の出産費支給にはみいだしえない単
なる経済的保障をこえた性格をもつことが重要視されなければならない。現物給付としての産院への収容は、単に現
金給付にかえた保障措置ではなく、右のような意味をこめた「出産保障」として、その本質を異にするものであり、
戦後においては政府当局者さえも「分娩に対する保険給付は、傷病に対する療養の給付と同様、産院収容による現物
の助産給付をもって理想とされる」と述べてＬ型。この点のおくれからＩＬＯ基準を達成していないわが国の現状は、
やはり川で述ぺたと同じ批判を受けなければならないものである。
（１）』Ｐｐ二ｍ一烏口の⑪、ご切貝目ののど、白昌⑩⑩目口宛８．『厨の①『】の⑪菖（の。、冒巨ロ⑩冒目８）Ｚ。←ロロ・己ｌ忌・一一一一○号条約批准の時
点での指摘としては、胃ＦＰ宛のロ。『片ご『（』）》】⑪３（・ロ．ｇ【・）ｂｂ・の－ｓ。
（２）Ｒ○苞２宛のぐ一望ＣｐａｎＣｐ『の員曰○口⑰ｚＣの・函ＰｍｐＱ山ｍ８ｐ８ｍｐ旨碩、】、戸口の盟皿『ロの巨『ｍｐ８・ママ丙のロ◎耳ぐ（』）・旨［の『已砂［一○口凹一
区ワ・回『ｎ．貝①『の月の》囲い⑰、⑩】：ご巴（の①。①ぐ四Ｆ。届の、）で．Ｓ・これに対して労働側は一○二号条約を引合いに出し、経
済的効率性などから反論した。
疾病給付に関してはともかく、ＩＬＯ基準に反映されている医療・出産保障面における世界のめざましい発展に対
し、わが法制はどう変化したであろうか、一九五七年の国民皆年金体制確立（国民健康保険法の全面改正）はもちろ
ん大きな発展であった。また一九八二年の老人保健法が、その四○歳以上の者を対象とするヘルス・サーヴィス事業
一○一一一
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（へｊ）一ケ一』・己。｝つ
（４）高橋前掲書、三三七頁以下にくわしい。
（５）この発展過程を概観したものとしては、ＦＰ宛ｇｏ風こ『（■）》】⑪ｓ・（８．．－［，）つつ・雪ｌ餌・高橘、前掲譜、一一一○五頁以下参照。
（６）森荘三郎『健康保険法解説』大正一二年、有斐閣、一六五頁。
（７）労働保険調査会第一回会議での農商務大臣山本達雄の健康保険法制定理由の一部ではつぎのように説明されている（森、
同右、四頁以下から引用、傍点筆者）。
『絃に於て労働保険の制度を樹立し、以て公平なる負担の下に叙上の諸災厄に対する施設を写し即ち疾病又は負傷に付て
は治療の途を容易にして労働力の恢復を迅速ならしめ、収入の途を喪いたる者に対しては生活費を補給して本人並其家族の
生活に不安無からしめ、価分娩、死亡、其の他の場合に付ても相当救助の途を議するは、労働能率を増進し、労資の乖離を
、
防止し、産業の健全なる発達を期する上に於て頗る喫緊事たるのみならず、労働者に対する公平なる待遇を保障する方途と
して一日も忍にすぺからざるものなりと信す。
（８）厚生省保険局編『健康保険三十年史』（全国社会保険協会連合会、昭和一一一三年）、上巻、二三七頁。
（９）同右、下巻二一七頁以下
（、）小山進次郎編『社会保障関係法－』（日本評論新社、昭和一一八年）二七頁以下。
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この医療保障の遅れはなぜなのか。所得保障たる疾病給付の面では基準に達しているだけに、不可解といわざるを
えない。そしてここ十年間ばかりの間に顕著な国の財源難を理由とする社会保障後退の動向からみて、この遅れから
立ちなおる見通しはまったくない。
的縮減姿勢は「保険から保障へ」、
根源になっていると思われる。｜
欠如、出産保障の未成熟も、結局
れる。 一一一Ｋの一という発想自体保険主義への固執を前提とするものであるが、この保険主義の墨守、国家財源投入の可及
的縮減姿勢は「保険から保障へ」、「治療から健康保障へ」の世界的流れに逆行するわが国医療保障制度の象徴であり
根源になっていると思われる。一○一一号条約医療部門、まして一一一一○号条約の直接的な批准障害たる包括医療体制の
欠如、出産保障の未成熟も、結局はこのわが国におけるこの医療・健康保障体制における消極性の一側面ととらえら
え
な
か
っ
た
。
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を開始したことは、たしかに一○二号条約医療部門の批准障害の一である疾病予防に関して、健康教育、健康相談、
健康診査の設定などひとつの進歩をとげたことは事実である。しかしその他の面では世界の進展の流れに逆行してい
る印象が濃厚である。戦後、健康保険法の改正は何度か行われたが、とくに一九六○年代以降は一一一Ｋの一としての同
法の財政対策としてであり、また老人保健法による老人医療無料化の廃止や本人の給付費一一割負担を中心とする一九
八四年の法改正は国の財源節減をねらいとするものであったことに示されるように、当然に制度の後退とならざるを
